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ごあいさつ

わたしたちウオロクは「お客様から叱られ、愛され、親しまれ」の

企業理念のもと、創業以来、多くの皆様に支えられてまいりました。

これまでのご厚情に、心より感謝申し上げます。

弊社は「環境経営」を重要な経営課題と位置づけ、２０１２年にエ

コアクション２１の認証を取得、以後様々な活動を行ってまいりまし

た。店舗への省エネ設備や太陽光パネルの導入、店頭での資源回収の

推進、食品ロスの削減といった取り組みのほか、地場農産物の販売強

化による環境負荷軽減や地域産業の活性化にも注力しております。

これからも地域社会の一員として、持続可能な社会の実現に向けた

様々な取り組みを行ってまいります。今後とも変わらぬご指導ご鞭撻

を賜りますようお願いいたします。

２０２６年７月吉日

株式会社ウオロク

代表取締役社長 葛見 久賢
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＜基本方針＞
１．環境や社会に配慮した商品を積極

的に販売します。
２．食品廃棄物の削減とリサイクルに

取り組みます。
３．⼆酸化炭素排出量の削減を推進し

ます。
４．資源の節約と有効活用に努めます。
５．環境関連の法律、規制、条例等を

遵守します。
６．環境教育を継続的に実施します。

私たちは、地域社会の一員として
環境保全活動に取り組むとともに、

環境経営を継続的に発展させ、
持続可能な社会の実現に貢献します。

＜基本理念＞



２．登録事業所の概要

（１）事業所名及び代表者名
株式会社ウオロク 代表取締役社⻑ 葛⾒ 久賢

（２）本社所在地
〒950-8660 新潟市中央区鐙2丁目14番13号

（３）環境関連責任者及び担当者連絡先
統括責任者︓葛⾒ 正子（常務取締役）
担 当 者︓飯ヶ浜耕治（総務部次⻑）
連絡先︓ＴＥＬ︓025-246-6122 ＦＡＸ︓025-248-5411
メール︓kankyo-csr@uoroku.co.jp

（４）事業の内容
生鮮食品、加工食品、日用雑貨等の小売販売
環境活動の対象範囲は、全組織・全活動を含む
店舗…４６店舗 加工センター…２ヶ所 本社…１ヶ所
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２．登録事業所の概要

2025年度2024年度2023年度
97,27994,78292,560売上高（百万円）
4,0653,9503,919総従業員数（人．期末）
95,59092,53294,222売場面積（㎡．期末）

（５）事業の規模

（６）主要環境データ
2025年度2024年度2023年度単位項 目
23,59221,38827,281t-CO2／年⼆酸化炭素排出量※１

0.2460.2310.289t-CO2／㎡発生原単位※2

286,382286,366286,108㎥／年総排⽔量※3

8,8298,9018,946トン／年一般廃棄物排出量
646657701トン／年産業廃棄物排出量

1,6751,8932,010トン／年食品廃棄物排出量
17.2119.9721.72㎏／百万円発生原単位※4

1,045.01,258.01,304.4トン／年再生利用量
488.1/381.4/171.3/4.2656.4/430.7/167.3/3.6626.5/524.5/150.4/3.0トン／年内訳（肥料/飼料/メタン/油脂）

82.682.379.0％再生利用等実施率

※１ 購⼊電⼒の⼆酸化炭素排出係数（単位︓㎏-CO2／kWh）
2023年︓0.483（東北電⼒）0.376（ハルエネ）
2024年︓0.385（東北電⼒）0.318（ハルエネ） 0.345（エバーグリーン・マーケティング）
2025年︓0.400（東北電⼒）0.470（北陸電⼒ビズ・エナジーソリューション） 0.308（エバーグリーン・マーケティング）

※２ 計算式︓CO2排出量／売場面積
※３ 総排⽔量は総⽔道使用量を近似値として置き換える
※４ 計算式︓食品廃棄物排出量／売上高
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２．登録事業所の概要

（７）施設一覧（2026年3⽉31日現在）
売場面積(㎡）所 在 地名称

-新潟市中央区鐙2丁目14番13号本社
-新発⽥市城北町3丁目4番20号城北センター
-新潟市江南区茗荷谷1433番地生鮮デリカセンター

1,027村上市⼭辺⾥371番3村上東店
2,062村上市仲間町542番地－1村上店
2,039胎内市野中347番地4中条店
2,961新発⽥市緑町3丁目3番23号緑店
2,190新発⽥市小舟町1丁目7番4号小舟店
2,097新発⽥市東新町4丁目21番24号東新町店
2,004新発⽥市住吉町4丁目1番21号住吉店
4,226新発⽥市舟⼊町3丁目12番11号コモ店
511北蒲原郡聖籠町次第浜1670番地2次第浜店

1,040阿賀野市岡⼭町340番地1岡⼭店
2,822阿賀野市市野⼭221⽔原店
2,085五泉市今泉930番地五泉店
2,036新潟市北区太⽥甲5807番地葛塚店
2,399新潟市北区⽯動2丁目5番3号豊栄店
946新潟市北区松浜新町1番23号松浜店

2,175新潟市東区河渡新町2丁目1番23号空港通店
2,052新潟市東区牡丹⼭3丁目18番34号牡丹⼭店
2,061新潟市東区若葉町1丁目19番66号中野⼭店
1,943新潟市江南区⻲⽥⼤⽉1丁目2番40号⻲⽥店
4,463新潟市秋葉区新津5163番地3新津店
1,614新潟市中央区本馬越2丁目2番17号馬越店
1,610新潟市中央区関屋2番地98関屋店

売場面積(㎡）所 在 地名称
2,052新潟市中央区神道寺1丁目56番1神道寺店
1,007新潟市中央区⼥池6丁目19番20号⼥池店
1,528新潟市中央区鳥屋野2005番1鳥屋野南店
2,227新潟市中央区上近江4丁目12番20号デッキィ４０１店

2,169新潟市⻄区小針7丁目13番8号小針南店
984新潟市⻄区上新栄町４丁目８番５号上新栄町店

1,923新潟市⻄区坂井753番地⼤学前店
1,040新潟市⻄区槇尾1425番地1内野店
1,566新潟市⻄蒲区巻甲4862番地巻店
1,902新潟市南区上塩俵1923番地白根⼤通店
1,932燕市吉⽥⻄太⽥835番1吉⽥店
2,116燕市⼤曲515番地燕店
1,952三条市興野１丁目16番31号興野店
2,059三条市東新保25番15号東新保店
2,386⾒附市葛巻町1655番地⾒附店
5,494⻑岡市日⾚町2丁目6番1号⻑岡店
2,101⻑岡市要町2丁目1番17号要町店
1,294⻑岡市北⼭3丁目5番1号北⼭店
1,724⻑岡市蓮潟1丁目16番21号蓮潟店
2,891柏崎市宝町1番84号柏崎店
1,933柏崎市桜木町24番35号桜木店
2,197魚沼市吉⽥1106番地魚沼店
2,585上越市土橋2603番地上越店
2,169上越市頸城区下吉85番9くびき店
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※くびき店は、登録事業所としては拡⼤予定

３．エコアクション２１実施体制

ＥＡ２１事務局︓環境ＣＳＲ課

統括責任者︓常務取締役

代表取締役 ＜ＥＡ２１統括会議＞
メンバー︓代表取締役、統括責任者、

ＥＡ２１事務局
開催頻度︓年１回

内部監査室

＜ＥＡ２１推進会議＞
メンバー︓統括責任者、

ＥＡ２１事務局、環境管理責任者
開催頻度︓年２回
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環境管理責任者︓各店店⻑、各センター⻑、総務課⻑（本社）

従業員

目標管理担当者（関連部代表者）

＜プロセスセンター＞
生鮮デリカセンター

城北センター

＜北地区＞
村上東店・村上店
中条店・次第浜店

小舟店・緑店
東新町店・住吉店
コモ店・岡⼭店
⽔原店・五泉店

＜⻄地区＞
⼥池店・神道寺店

⼤学前店
デッキィ401店
巻店・吉⽥店
鳥屋野南店

内野店
上新栄町店

関屋店・小針南店
燕店

＜東地区＞
松浜店・豊栄店

葛塚店・空港通店
牡丹⼭店

中野⼭店・新津店
⻲⽥店

白根⼤通店・馬越店

＜南地区＞
興野店・⾒附店
⻑岡店・要町店
北⼭店・蓮潟店

柏崎店・東新保店
桜木店・魚沼店

上越店・くびき店

＜本社＞
財務部

システム開発部
経営企画部

開発部・総務部
人事部・販売部

営業企画部
商品部
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４－１．２０２３年度からの中期環境経営目標

2025年度2024年度2023年度2022年度
（基準年度）単位目標内容

26.6426.9127.1827.45kWh/㎡売場面積当りの系統電⼒使用量
系統電⼒使用量を年１％以上削減
指標計算式︓年間系統電⼒使用量(kWh)÷事業所の延床面積（㎡） ※事業所の延床面積は⽉次で積算

2.97943.00953.03993.0706㎥／百万円売上高当り⽔道使用量
⽔資源投⼊量を年１％以上削減 指標計算式︓年間⽔道使用量（㎥）÷年間売上高（百万円）

2,0602,0201,9611,867百万円地場産直野菜販売額
地場産直野菜の販売額を３年後までに1０％以上拡⼤ 指標︓地場産直野菜の販売額

24,00824,25124,49624,996㎏コピー用紙使用量
コピー用紙の使用量を１年目2％、２年目1％、3年目1％削減 指標︓年間コピー用紙使用量（㎏）

0.730.740.750.75％廃棄ロス率の改善
指標計算式︓年間廃棄ロス額（円）÷年間売上高（円）
（対象部門︓鮮魚、精⾁、惣菜、ベーカリー、日配）

68.967.966.978.1％食品リサイクル法の再生利用率
食品リサイクル法の基準実施率を達成する。 指標︓食品リサイクル法定期報告の再生利用率

75.073.071.070.1％コジカカードホルダーの拡⼤
コジカカード提⽰率を３年後に75％とする。 指標計算式︓コジカカード提⽰者数÷年間客数（人）

16.9816.8216.6516.49㎞／ℓ営業⾞の燃費改善
営業⾞の平均燃費を年１％以上改善 指標計算式︓ 年間⾛⾏距離（㎞）÷ 年間給油量（ℓ）

４－２．２０２５年度の取り組み内容と実績評価

（１）売場（延床）⾯積あたりの系統電⼒使⽤量を毎年１％以上削減
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2025年度2024年度2023年度項目
26.6426.9127.18目標（kWh／㎡）

25.8226.3926.38実績（kWh／㎡）

96.998.097.0目標比（％）

達成達成達成評価
51,860,69451,571,08351,755,718系統電⼒使用量（kWh）
2,008,2021,954,1321,961,930延床面積（㎡）

・夏季の冷蔵冷凍商品の陳列改善（冷気をふさがない）、管理温度帯の適正化（過冷却
防止）

・時間帯別電⼒使用量週報の継続（⾒える化）
・電⼒監視システムを更新し、系統別（冷蔵冷凍/空調/照明/その他）データ取得開始
（⾒える化）
・ZEB仕様の新店建築（緑店）
・太陽光発電設備導⼊（馬越店・桜木店・内野店・松浜店・緑店・くびき店・上越店）

取組内容

・目標達成
・店舗オペレーションの⾒直しのほか、上記のような設備投資が効果として表れた実績評価

・省エネ法が「非化⽯エネルギーも含めたすべてのエネルギーの使用の合理化」を求め
るよう改正されたため、当社目標も2026年度からは「系統電⼒使用量」から「総電
⼒使用量」の削減に変更

・電⼒監視システムを活用し、使用量の傾向比較による詳細分析、具体的な対策および
異常値の早期発⾒

・太陽光発電設備追加導⼊（加茂店、HD総合物流センター）

2026年度の
取組



４－２．２０２５年度の取り組み内容と実績評価

（２）売上⾼あたりの⽔道使⽤量を毎年１％以上削減
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2025年度2024年度2023年度項目
2.97943.00953.0399目標（㎥／百万円）
2.94393.02133.0910実績（㎥／百万円）
98.8100.3101.6目標比（％）
達成未達未達評価

286,382286,366286,108⽔道使用量（㎥）
97,27994,78292,560売上高（百万円）

・各店舗における毎⽉の⾃主検針を開始（異常値の迅速な発⾒、
昨対比の明確化による節⽔意識の向上）取組内容

・目標達成
・全体使用量の約２割を占める生鮮デリカセンターの生産量増

加に伴う影響が非常に⼤きいが出荷が増えている中、使用量を
抑えることができた（使用量︓昨比102.8％ センター出荷
額︓昨比107.8％）

・店舗使用量は昨比99.3％であり、漏⽔の早期対処と節⽔の意
識付けはできていると考えている

実績評価

・⾃主検針による⽉毎昨対比のチェック（早期の異常発⾒およ
び節⽔対策指⽰）

・鮮魚作業室の床ドライ化による節⽔（新津店・コモ店）
・生鮮デリカセンターの⽔使用量安定化（エリアごと⽔使用量

の常時モニタリング、適正使用⽔量の把握）

2026年度の
取組

・生産者開拓と新店舗の出荷者確保
・１生産者の多店舗出荷への取組
・一品単価アップの取組
・売場環境の整備…6⽉︓豊栄店、７⽉︓緑店、８⽉︓東新町

店、９⽉︓東新保店

取組内容

・目標達成
・新規生産者開拓（3年間で126名）を着実に進め、離農者の出

荷量減の補填及び各次年度の出荷量確保に向けたベース作り
をしっかり⾏えたことが結果につながった

・地場野菜売場の拡⼤・整備も売上げ増加につながった

実績評価

・生産者開拓と新店舗の出荷者確保の継続
・１生産者の多店舗出荷への取組継続
・売場環境の整備…4⽉︓松浜店、 6⽉︓住吉店、 7⽉︓⻲⽥店、

11⽉︓巻店

2026年度の
取組

（３）地場野菜販売額を３年間で１０％拡⼤（1年目5％、2年目3％、3年目2％）
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４－２．２０２５年度の取り組み内容と実績評価

2025年度2024年度2023年度項目
2,0602,0201,961目標（百万円）
2,2272,2121,972実績（百万円）
108.1109.5100.5目標比（％）
達成達成達成評価



（４）コピー⽤紙使⽤量を1年目２％、2年目１％（→２％に修正）、3年目１％削減
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４－２．２０２５年度の取り組み内容と実績評価

2025年度2024年度2023年度項目
24,00824,25124,496目標（kg）
23,04023,273（修正）
22,45022,62023,748実績（kg）
97.497.196.9目標比（％）
達成達成達成評価

・裏刷り活用、両面、２・４アップ印刷
・使用量の多い店舗への個別の注意喚起
・実績の詳細発信の継続（昨比％だけでなく枚数も発信）

取組内容

・目標達成
・全体98.2％（▲9.8万枚）、店舗101.0％（+4.3万枚）、

全体の17％占める本社85.6％（▲15.1万枚）
・使用比率の高い本社についてプリンター毎の使用量調査を開

始したことで、ペーパーレスへの意識付けが図られた

実績評価

・引き続き店舗への紙からの脱却の情報発信を⾏う
・使用量の多い店舗・部署における個別の原因分析および対策

実施、好事例の横展開の継続
・電子決裁の推進

2026年度の
取組

（５）⽣鮮・⽇配部門の廃棄ロス率の改善

13

４－２．２０２５年度の取り組み内容と実績評価

2025年度2024年度2023年度項目
0.730.740.75目標（％）
0.870.750.75実績（％）
0.140.010.0目標差（％）
未達未達達成評価

・店舗別にロス率の設定を⾏い、進捗を地区⻑と店⻑で連携
・ロスを意識した発注、製造計画
・ＳＶ・トレーナーによる定期的な指導
・発注支援による在庫の適正化
・ハピタベ店舗の追加（上越店、くびき店）

取組内容

・目標未達成
・価格高騰による販売不振やあるべき品揃えの⾒直しなどにより

廃棄率が増加してしまった
実績評価

・「生鮮・日配部門」は営業政策による影響が⼤きいため、
2026年度からは対象部門を「全部門」に変更し、店舗全体で
の廃棄ロス率の削減を推進

・廃棄率予算を⽉別に確認し、地区⻑・店⻑間で対策を実施

2026年度の
取組



（６）⾷品リサイクル法の再⽣利⽤率の基準実施率達成

14

2025年度2024年度2023年度項目
68.967.966.9基準実施率（％）
82.682.379.0実績（％）
13.714.412.1目標差（％）
達成達成達成評価

・生鮮デリカセンターでの商品化精度アップ、⺟店子店方式での作
業集約による発生抑制

・ハピタベ店舗の追加（上越店、くびき店）
・フードバンク、こども食堂への食品提供の拡⼤（燕店・吉⽥店）
・食品廃棄物100％リサイクル体制でスタート（緑店・くびき店）

取組内容

・目標達成
・食品廃棄物の総発生量を昨比88.4％と削減できた
・全体発生量の15％を占める生鮮デリカセンターでは出荷が増え

ているなか、商品化の精度を上げることで、食品廃棄物の発生量
を⼤きく抑えることができた（出荷額︓昨比107.8％ 食品残渣
発生量︓昨比74.9％）（精⾁出荷額︓昨比108.9％、
⾁くず発生量︓昨比54.1％、⽜脂Ｃ脂発生量︓昨比52.6％）

実績評価

・分別と計量の徹底による正確な排出量の把握
・作業集約、商品化精度アップによる発生抑制の継続
・フードバンクなどへの食品提供の拡⼤

2026年度の
取組

４－２．２０２５年度の取り組み内容と実績評価

（７）ウオロクコジカカード提⽰率のアップ

15

４－２．２０２５年度の取り組み内容と実績評価

2025年度2024年度2023年度項目
75.073.071.0目標（％）
69.669.870.4実績（％）
▲5.4▲3.2▲0.6目標差（％）
未達未達未達評価

・提⽰率70％以下の店舗に対して⼊会特典付きキャンペーンを1
年間繰り返し実施

・会員限定でマイバスケットのプレゼント、５％割引券の発券、
ボーナスポイントの付与

・チャージキャンペーンの実施
・ペットボトル回収機・古紙回収機でのポイント加算

取組内容

・目標未達成
・夜間のお客様が取り込めず伸び悩んでいる
・新規出店エリアでの提⽰率は少しずつ上がっては来ているが、

低い（2026年3⽉ 上越店56.3％、くびき店58.4％）
実績評価

・ウオロクアプリの開始（2026年6⽉）により可能になる、様々
な特典の実施（来店ポイント、クーポン配布、アプリボーナス
等）、モバイルカード発⾏による夜間のお客様の会員獲得

・５％割引券の発券、ボーナスポイント付与の継続

2026年度の
取組
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４－２．２０２５年度の取り組み内容と実績評価

（８）営業⾞の平均燃費を毎年１％以上改善
2025年度2024年度2023年度項目

16.9816.8216.65目標（km/l）
18.5818.6217.51実績（km/l）
1.601.800.86目標差（km/l）
達成達成達成評価

・⾞両担当者が個別に実績を⼊⼒し、毎⽉燃費を把握
・ビーキー(⾞両管理システム）の導⼊（2025年6⽉）
・エコドライブの呼びかけ

取組内容

・目標達成
・ビーキーにより、社有⾞の利用状況が可視化され、ハイブ

リッド⾞の利用率が促進した
・今期は⾞両の⼊れ替えは⾏わなかった

実績評価

・引き続き、燃費実績を毎⽉把握
・燃費の向上とコスト削減を結び付けたエコドライブの啓発
・⾞両の⼊れ替え時には、エコカーに変更

2026年度の
取組

17

４－３．２０２６年度からの中期環境経営目標

2028年度2027年度2026年度2025年度
（基準年度）単位目標内容

27.8028.0928.3828.67kWh/㎡売場（延床）面積あたりの総電
⼒使用量
総電⼒使用量を毎年１％以上削減
指標計算式︓年間総電⼒使用量(kWh)÷事業所の延床面積（㎡） ※事業所の延床面積は⽉次で積算

2.85632.88522.91442.9439㎥／百万円売上高あたりの⽔道使用量
⽔道使用量を毎年１％以上削減 指標計算式︓年間⽔道使用量（㎥）÷年間売上高（百万円）

2,4312,3612,2932,227百万円地場産直野菜販売額
地場産直野菜販売額を毎年３％以上拡⼤ 指標︓地場産直野菜の販売額

21,78122,00222,22522,450㎏コピー用紙使用量
コピー用紙使用量を毎年1％以上削減 指標︓年間コピー用紙使用量（㎏）

0.600.610.620.61％廃棄ロス率の改善
廃棄ロス率を3年後に0.60％とする。 指標計算式︓年間廃棄ロス額（円）÷年間売上高（円）
（対象部門︓全部門）

71.970.969.982.6％食品リサイクル法の再生利用率
食品リサイクル法の基準実施率を達成する。 指標︓食品リサイクル法定期報告の再生利用率

72.071.070.069.6％コジカカードホルダーの拡⼤
コジカカード提⽰率を３年後に72％とする。 指標計算式︓コジカカード提⽰者数÷年間客数（人）

18.8518.7618.6718.58㎞／ℓ営業⾞の平均燃費改善
営業⾞の平均燃費を毎年0.5％以上改善 指標計算式︓ 年間⾛⾏距離（㎞）÷ 年間給油量（ℓ）
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４－４．２０２６年度の環境経営計画
目標管理担当者具体的な取組の内容（達成手段）責任部署２０２６年の単年度目標

開発部 蒲澤

省エネオペレーション
部門別エネルギー監視システム導⼊による
節電ターゲットの特定、各種省エネ投資開発部売場（延床）面積あたりの総電⼒

使用量を１％削減
太陽光発電の追加導⼊

総務部 浅倉

使用量・燃費の調査と開⽰による意識付け

総務部営業⾞の平均燃費を0.5％改善 無駄なアイドリング防止、ふんわりアクセ
ルの推進
エコカーへの⼊替

総務部 飯ヶ浜決裁方法の検討
総務部コピー用紙使用量を１％削減

総務部 浅倉無駄な印刷に対する啓発

販売部 ⼭崎
発注支援による改善

販売部廃棄ロス率の改善（対象部門︓全
部門）（0.62％以内） 廃棄率目標と実績の検証

総務部 成瀬食品廃棄物の分別徹底と再生利用の推進総務部再生利用率の基準実施率達成
（69.9％）

開発部 蒲澤
店舗による毎⽉検針報告の実施

開発部売上あたりの⽔道使用量を１％削
減 異常値検証による漏⽔の早期発⾒

鮮魚作業室床ドライ化の追加導⼊

商品部 中⼭生産者の契約拡⼤、１生産者の他店舗出荷
への取り組み、売場環境整備商品部地場野菜の売上を３％拡⼤

営業企画部 相馬
各種キャンペーンの実施

営業企画部ウオロクコジカカードの提⽰率拡
⼤（70％） 会員向けサービスの向上

アプリ導⼊によるモバイル会員獲得

19

５．環境・社会貢献の取り組み

①⾷品リサイクルの推進
当社では、すべての店舗・センターにおいて食品リサイクルに取り組んで

います。2022年7⽉に稼働開始した生鮮デリカセンターでは、歩留まりの改
善により排出される食品残渣の量を削減しています。発生したものについて
は、ほぼ全量をリサイクルしています。

また、国の「食品循環資源再生利用計画」の認定を受けるなど、広域での
リサイクルも⾏っています。

処理方法認定年⽉所在地店舗
肥料化11年10⽉⻑岡市⻑岡店・要町店・北⼭店・蓮潟店
肥料化18年11⽉魚沼市魚沼店

●次の店舗では、国の食品循環資源再生利用計画の認定を受けています

●食品リサイクルの実施状況
21事業所魚のアラの飼料化10事業所魚のアラの肥料化
4事業所野菜くずの肥料化25事業所食品廃棄物の肥料化
45事業所廃油の飼料化8事業所食品廃棄物の燃料化

（１）⾷品廃棄物の削減とリサイクル
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５．環境・社会貢献の取り組み

②お客様と一緒になって取り組む「ハピタベ」
消費・賞味期限が近い商品に貼られている「ハ

ピタベシール」を10枚集めると景品が当たる「ガ
チャコース」と、ポスターに貼ると１枚１円相当
を地域に寄付できる「寄付コース」にお客様にご
参加いただいています。

新発⽥市・村上市・胎内市・上越市の10店舗で
実施し、お客様と食品ロス削減に取り組んでいま
す。2025年度は各地域のフードバンク4団体に計
45,100円の寄付を⾏いました。

21

５．環境・社会貢献の取り組み

③⾷品持ち寄り活動「ウオロクハッピードライブ」を実施
当社従業員が持ち寄った食品1,452個に加え、

村上市・胎内市・新発⽥市の当社8店舗近隣のお
客様が提供してくださった382個を合わせ、各地
域のフードバンク４団体に贈呈しました。

④フードバンク・子ども⾷堂等への⾷品提供
賞味期限や消費期限が残っているにも関わらず、

包装破れなどにより店舗で販売できなくなった食品
等の提供を⾏っています。

「充分に食べられるもの」を廃棄せずに、食品を
必要としている方にお役⽴ていただいております。

⑤発注支援システム“ｓｉｎｏｐｓ®”の活⽤
ＡＩが販売数量を予測、それに基づいて発注

数量を適正な値に調整しています。
賞味期限チェック支援ツールも導⼊し、合わ

せて食品廃棄物の削減につなげています。 ★「sinops®」は株式会社シノプスの登録商標です。
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５．環境・社会貢献の取り組み

（２）環境や社会に配慮した営業活動
●地場商品の積極販売

地場野菜は、専任バイヤー
が農家様と積極的にコミュニ
ケーションをとり、仕⼊れを
強化しています。

また、岩船港・寺泊港など
県内各地の漁港から、獲れた
ての魚介類を毎日納品してい
ます。

①「エコろく野菜」の販売
店舗から排出される「魚のアラ」を肥料にリ

サイクルし、その肥料を使用した農産物を「エ
コろく野菜」としてブランド化しています。

店舗
肥料製造
業者様

農家様

魚のアラ

肥料

新潟の夏の名産
品の「茶⾖」をエ
コろく化し、全店
で販売していま
す︕

「⿊⿃エコろく茶⾖」好評販売中︕

23

５．環境・社会貢献の取り組み
②「スマートレシート® 」の導入

④移動スーパー「とくし丸」

これまで紙で受け取っていたレシートを電子レ
シートとしてスマートフォンで管理・確認ができ
るアプリを導⼊しています。

紙のレシートが出ないので、お財布の中をすっ
きりできるだけでなく、紙資源の削減になります。

移動スーパー「とくし丸」を17台稼働させています。
ご高齢の方や⾝体の不⾃由な方のご⾃宅前まで冷蔵庫

つきの軽トラックで訪問し、毎週２回、お買い物を楽し
んでいただいています。

また、村上市、胎内市、新発⽥市、阿賀野市、新潟市、
魚沼市と⾒守りに関する協定を締結しています。

★「スマートレシート®」は東芝テック株式会社の登録商標です。

③ペットボトルキャップを再利⽤したバスケットの販売
バスケット1つに、ペットボトルキャップ97個が

再利用されています。マイバスケットのご利用で、
袋詰めの手間と時間を節約でき、快適にお買い物い
ただけます。
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（３）⼆酸化炭素排出量削減に向けた取り組み

５．環境・社会貢献の取り組み

①ZEB店舗の実現

天井およびスポットライト、冷蔵ケースの照明は全
店舗ＬＥＤ照明を使用し、使用電⼒量を⼤幅に削減し
ています。また、冷凍食品やアイスクリームの売場に
は扉付きケースを導⼊しています。ノンフロン冷媒
（R290）を用いた冷凍ケースの導⼊も進めています。

2024年11⽉に開店した「小針南店」、
2025年7⽉に開店した「緑店」では、省エネ
性能の⼤幅な向上と太陽光発電設備の導⼊に
より、全国でも事例の少ないスーパーマー
ケットでの「ZEB」認証を取得しました。

③省エネ設備の導入

②太陽光パネルの導入
店舗およびセンターの屋根上に太陽光パネルの

設置を進めています。現在までに24事業所で計
8.4ＭＷの太陽光発電設備の導⼊を完了しています。

25

５．環境・社会貢献の取り組み

●「ストアｔｏストア」の⽔平リサイクル推進
店頭回収している食品ト

レー・透明容器をリサイクル
し、再びウオロクの売場で使
用する「⽔平リサイクル」を
推進しています。

（４）店頭リサイクル活動
古紙回収機（10店舗）、ペットボトル回収機

（40店舗）を設置しています。このほか、アル
ミ缶・⽜乳パック・トレー・ペットボトルキャッ
プも回収しています。

●ボトルtoボトルの取組み
回収したペットボトルの一部
は、サントリーグループと共
同でボトルtoボトルの取組を
しています。
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５．環境・社会貢献の取り組み

（５）社会貢献活動

●第２回ウオロク×サントリーフーズ「スポＧＯＭＩ⼤会」in藤塚浜 開催

①スポーツを通じた地域貢献

②寄付活動
●「新発⽥市への企業型ふるさと納税」

創業の地である新発⽥市に2021年〜2025年の5年間
で1億円を寄付しました。
●「ハッピーハートにいがたプロジェクト第14弾」

寄付⾦つき商品の販売を実施し、⾚い⽻根共同募募
へ1,201,970円を寄付しました。

●地元プロスポーツクラブを応援しています
アルビレックス新潟
アルビレックス新潟レディース
新潟アルビレックスＢＢ
アルビレックスチアリーダーズ ©ALBIREX NIIGATA LEDIES

6⽉に新発⽥市の藤塚浜で開催
し、総勢28チーム113名が参加し
ました。制限時間内に拾ったごみ
の種類や量に応じてポイントを競
い合い453㎏のごみを集めました。

©ALBIREX NIIGATA
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５．環境・社会貢献の取り組み

③子どもたちの成⻑を応援しています

●お買い物講座・社会科⾒学・職場体験の受け⼊れ

●野外食育イベントの実施
小学生を対象に「弓きり式」の火おこしとカレー作り

を体験するイベントを実施しました。

●キッズ店⻑イベントの実施
小学生が店⻑のおしごとを体験するイベントを実施し

ています。マイク放送や試食⼤会など、楽しみながらた
くさんのおしごとをしています。

園児から高校生まで2025年度は延べ約4,100名を受
け⼊れました。

●マラソン⼤会、野球教室、柔道教室を開催



５．環境・社会貢献の取り組み

取 組 み 内 容

店舗・本社等で使用するトイレットペーパーは再生紙を使用している。

ＦＳＣ認証をうけたコピー用紙を使用している。

折り込みチラシには古紙を含む用紙を使用している。

お客様用ベンチに、廃プラスチックを利用した「エコベンチ」を導⼊している。

商品陳列時に、ペットボトルを再生利用した「仕切り板」を使用している。

営業⾞にハイブリッドカーなどの低燃費⾞を導⼊している。

鮮魚作業室において、床を濡らさない「ドライ化」運用を進めている。

廃棄物の排出量削減と分別を推進するため、廃棄物専用の計量器を導⼊している。

惣菜加工室に油ろ過機と搾油機を導⼊し、食用油の使用量削減を進めている。

本社では、使用済み事務用品（クリアホルダーやクリップなど）の再利用を進めている。
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（６）グリーン購入その他の取り組み

６．緊急事態の想定とその対応

（１）ＢＣＰ（事業継続計画）の策定と緊急事態への対応

29

●危機対策本部の設置基準
危機対策本部の設置基準となる目安非常事態の区分

震度５強以上の地震が発生した場合地震
⼤規模な河川氾濫や洪⽔が発生した場合⽔害（⼤雨・洪⽔）
県内に感染者が確認された場合伝染病・感染症
⾃社拠点及びその周辺地域にて⼤規模停電が発生し、⾃社拠
点に甚⼤な被害が発生することが予測される場合

⼤規模停電等

社⻑もしくはその代⾏者が緊急に対応する必要があると認め
た場合

その他

お客様と従業員の安全確保を図るとともに、⾏政機関など地域と協調しつつ、
事業の継続と、ライフラインとしての社会的責任を果たすことを目的として、
ＢＣＰを策定している。

以下に掲げる事態が発生した場合は、本社に社⻑を本部⻑とする危機対策本
部を設置するとともに、被災した拠点においても現地対策本部を設置し、防災
無線等を活用しながら連携し、対応する。
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６．緊急事態の想定とその対応

（３）店舗において⾷⽤油等が流出した場合の対応
店舗用、センター用の食用油からの汚染被害を最小限に抑えるため、「油流

出対応マニュアル」を作成し、各店の惣菜、魚惣菜、ベーカリー部門および城
北センター・生鮮デリカセンターにおいて、毎年１回訓練を⾏っている。

（２）火災発⽣の予防と発⽣時の対応
各事業所において、年２回の消防訓練を実施しており、火災発生時は、お客

様・従業員の安全を確保し、迅速な消火活動ができる体制をとっている。
また、従業員がシフト勤務であることを踏まえ、午前・午後・夜間の３パ

ターンの防災体制を組み、常に連携を図っている。

７．環境関連法規の遵守状況
環境関連法規の遵守状況…点検の結果、違反はありませんでした。
また、関係当局からの違反などの指摘および訴訟もありませんでした。

遵守状況該当する要求事項法 規 制 等 の 名 称

○
廃棄物の排出抑制と適正な処理、マニフェストの発⾏・保管、報告書の提出
産業廃棄物の処分委託先を調査し記録する（新潟県・新潟市）
一般廃棄物減量計画書・廃棄物管理責任者届を毎年提出（新潟市・⻑岡市）

廃棄物処理法・ 産業廃棄物等の適正な処理
の促進に関する条例（新潟県・新潟市）・
廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例
（新潟市・⻑岡市）

○食品残さの排出抑制と再生利用等の実施、定期報告書の提出食品リサイクル法
○再商品化（リサイクル）義務、指定法人への委託料支払、定期報告書の提出容器包装リサイクル法
○プラスチック使用製品使用量およびプラスチック製産業廃棄物廃棄量の把握プラスチック資源循環促進法
○指定表⽰製品への識別記号の表⽰資源有効利用推進法

○エネルギー消費原単位・電気需要平準化評価原単位を年１％低減、
エネルギー管理統括者・企画推進者の選任、定期報告、中⻑期計画提出省エネルギー法

○温室効果ガス排出抑制、排出量の算定と定期報告地球温暖化対策推進法
○特定施設の設置、変更時の事前届け出、事故時の措置（貯油施設を含む）⽔質汚濁防止法
○⽔道使用開始の届出、簡易専用⽔道の管理と検査⽔道法
○下⽔道使用開始の届出、下⽔道汚染をしないように監視下⽔道法
○保守点検、法定検査、浄化槽の機能確保浄化槽法

○防火管理者の選任、消防計画作成、届出、消防訓練の年２回以上実施、
防火設備の適正な維持管理消防法・火災予防条例

○指定地域内の特定施設の設置の届出（定格出⼒7.5kw以上の冷凍機、新潟県条
例では3.75kw以上、新潟市条例は出⼒制限なし）届出

騒音規制法・振動規制法・新潟県生活環境
の保全等に関する条例及び各市町村条例

○ばい煙発生施設（ボイラーなど）があるか確認、設置・変更時の事前届出⼤気汚染防止法・新潟市生活環境の保全等
に関する条例

○臭気の監視・防止、事故時の応急措置及び直ちに市町村⻑に報告悪臭防止法
○県知事に保管及び処分状況報告ＰＣＢ廃棄物処理特別措置法

○機器の設置・使用環境の維持・保全、３ヶ⽉に１回の簡易定期点検、7.5kW以
上の機器の１〜３年に１回の定期点検、フロン類の算定漏えい量報告フロン排出抑制法

○対象となる廃棄家電を家電リサイクル法に従って処理家電リサイクル法
○対象となる廃棄小型家電を小型家電リサイクル法に従って処理小型家電リサイクル法
○規模以上の解体工事等の事前届け出(分別解体等の計画)建設リサイクル法
○騒音の抑制、廃棄物の適正保管⼤規模小売店舗⽴地法
○新店舗建築時、増築時に省エネ基準適合を確認建設物省エネ法 31



８．代表者による全体評価と見直しの結果
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（１）環境経営目標および活動計画の達成状況
中期環境経営目標の３年目が着地した。８つの目標のうち「廃棄ロス率」「コ

ジカカード提⽰率」を除き、目標を達成することができた。
達成した目標のなかでも、特に系統電⼒使用量に関しては、これまでの細かな

活動に加え、ハード面への投資が着実な成果につながった。
達成できなかった「廃棄ロス率」に関しては、営業政策（⼣方や新店での品揃

え強化）との兼ね合いのから、結果として高くなってしまった。利益確保の観点
からも、製造計画の精度をしっかり上げていく必要がある。なお、現中期環境目
標では「生鮮・日配部門」に限定した数値を目標としているが、今年度の結果を
踏まえ、新中期環境経営目標では対象部門を「全部門」に変更し、店舗全体での
廃棄ロス率の削減を推進していく。

生鮮デリカセンターについては、製造精度が上がったことで、⽔道使用量削減
や食品廃棄物量削減ができたが、改善できる余地がまだ残っていると思うので、
前年比99.9％でもいいから削減していけるように取り組み続けることは、事業
数字の面からも⼤事であると感じている。

今後も「本業を頑張っていたら環境負荷軽減につながった」となれるよう、引
き続き、エコアクション２１が標榜する「環境経営」を実践するとともに、地域
の発展、そして持続可能な社会の実現に貢献できるように⾏動していく。

８．代表者による全体評価と見直しの結果
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（３）環境システムの実施体制
環境経営目標それぞれの関連部署から「目標管理担当者」を選任し、事務局

の下に位置づけている。事務局と目標管理担当者が一体となることで各事業所
へのアプローチ・指導を強化できているので、目標達成実現に向けてこの体制
での取り組みを継続していく。

（４）環境関連法等の遵守状況
遵守状況を確認した結果、遵守していることを確認した。今後もＥＡ２１事

務局および内部監査室による環境監査により、遵守状況を随時チェックする。

（２）環境経営目標の⾒直し
2026年度からの新たな中期環境経営目標を策定する（内容については17

ページを参照）。中期環境経営目標については、電⼒使用量についての目標を
「系統電⼒使用量の削減」から「総電⼒使用量の削減」に変更する。また、廃
棄ロス率については、対象部門を「生鮮・日配部門」から「全部門」に変更す
る。


